
山梨ゆとりある住生活推進事業補助金交付要綱

（趣旨）

、 、 、 、 、第１ 知事は 高齢化 情報化の進展 余暇時間の増大 ライフスタイルの多様化

住まいへのニーズの高度化等今日の経済社会の変化に的確に対応しつつ、ゆと

りある住生活の実現を図り、併せて地域の住宅関連産業の発展に資するため、

山梨ゆとりある住生活推進協議会（以下「協議会」という ）が行う県民に対。

する住まい、住環境の整備等についての普及・啓発活動に対し、予算の範囲内

において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交

付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という ）に規定する。

もののほか、この要綱に定めるところによる。

（補助対象経費等）

第２ 補助対象経費及び補助率は、次のとおりとする。

１ 補助対象経費

電子住宅フェアホームページ作成に係る経費とする。

２ 補助率

補助対象経費の１／２以内とする。

（補助金の交付申請）

第３ 補助金の交付を受けようとする協議会は、補助金交付申請書（様式第１号）

、 、 。に次の書類を添えて 毎年８月３１日までに 知事に提出しなければならない

（１）事業計画書

（２）収支予算書（様式第２号）

（３）事業実施計画書

（４）その他参考となる書類

（補助金の交付決定）

第４ 知事は、第３の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内

容を審査のうえ、適当と認められるときは補助金の交付決定を行い、別紙様式

第３号により協議会に通知するものとする。

（補助金の交付の条件）

第５ 規則第６条の規定による補助金交付の条件は次のとおりとする。

１ 次の事項に該当する場合は、事業計画変更（中止、廃止）承認申請書（様式

第４号）により、知事の承認を受けなければならない。

（１）補助事業に要する経費の配分の変更をしようとする場合（ただし、２０％

の範囲は除く）



（２）補助事業の内容の変更をしようとする場合

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

２ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難とな

った場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならな

い。

、 、３ 補助事業により取得し 又は効用の増加した不動産及びその従物については

、 、 、知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し 譲渡し 交換し

貸し付け又は担保に供してはならない。

４ 知事の承認を受けて３の財産を処分することにより収入があった場合は、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。

５ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営

を図らなければならない。

６ 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれ

らの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保存しなければな

らない。

（実績報告書）

第６ 協議会は、当該事業が完了したときは、事業完了の日若しくは廃止の承認を

受けた日から起算して１箇月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の

翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第５号）に

次の書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（１）事業実績書

（２）収支決算書（様式第２号）

（３）その他参考となる書類

（補助金の額の確定）

第７ 知事は、第６の規定による報告を受けた場合は、その内容を審査し、補助金

の交付決定の内容（第５の１に基づく承認をした場合は、その承認した内容）

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、別

紙様式第６号により協議会に通知する。

（補助金の交付方法）

第８ 知事は、必要があると認める場合には、協議会に対し、概算払いにより交付

することができる。

２ 協議会は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払い請

求書（様式第７号）を知事に提出しなければならない。



附則

この要綱は、平成２年９月１日から施行する。

附則

この要綱は、平成１６年１１月５日から施行し、平成１６年４月１日から適

用する。

附則

この要綱は、平成２１年８月３日から施行し、平成２２年３月３１日をも

って廃止する。



様式第１号

第 号

平成 年 月 日

山梨県知事 殿

申請者 住 所

名 称

代表者

平成 年度山梨ゆとりある住生活推進事業補助金交付申請書

平成 年度において山梨ゆとりある住生活推進事業を実施したいので、山梨県補助

金等交付規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。

１ 交付申請額

２ 事業の目的



様式第２号

収支予算（決算）書

収 入 円

支 出 円

（ ）１ 収入の部 単位：千円

区 分 予算（決算）額 適 用

計

（ ）２ 支出の部 単位：千円

区 分 予算（決算）額 適 用

計



様式第３号

第 号

平成 年 月 日

申請者 住 所

名 称

代表者

山梨県知事

平成 年度山梨ゆとりある住生活推進事業補助金の交付決定について（通知）

平成 年 月 日 付け 第 号で申請のあった平成 年度山梨ゆとり

ある住生活推進事業補助金については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規

則第２５号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定しました。

１ 補助金交付額

２ 補助金対象事業 補助金交付申請書のとおりとする。

３ 補助金交付の条件

４ 補助金交付の方法 精算払い（必要があると認められるものについては概

算払い）



様式第４号

第 号

平成 年 月 日

山梨県知事 殿

申請者 住 所

名 称

代表者

平成 年度山梨ゆとりある住生活推進事業計画変更（中止、廃止）承認申請書

平成 年 月 日 付け 第 号で補助金の交付決定のあった山梨ゆとり

ある住生活推進事業計画を次のとおり変更（中止、廃止）したいので申請します。

１ 変更（中止、廃止）の理由

２ 変更の内容（工程）



様式第５号

第 号

平成 年 月 日

山梨県知事 殿

申請者 住 所

名 称

代表者

平成 年度山梨ゆとりある住生活推進事業実績報告書

平成 年 月 日 付け 第 号で補助金の交付決定のあった山梨ゆとり

ある住生活推進事業を完了したので、山梨県補助金等交付規則第１２条の規定により関

係書類を添えて報告します。

１ 事業に要した経費

２ 補助金額



様式第６号

第 号

平成 年 月 日

申請者 住 所

名 称

代表者

山梨県知事

平成 年度山梨ゆとりある住生活推進事業補助金の額の確定について（通知）

平成 年 月 日 付け 第 号で交付決定した平成 年度山梨ゆとり

ある住生活推進事業補助金の額については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨

県規則第２５号）第１３条の規定により、次のとおり確定します。

確 定 額 円



様式第７号

第 号

平成 年 月 日

山梨県知事 殿

補助事業者 住 所

名 称

代表者

概 算 払 い 請 求 書

平成 年 月 日 付け 第 号で交付決定のあった山梨ゆとりある住生

活推進事業補助金について、次のとおり概算払いの請求をいたします。

記

１ 概算払請求額 ￥

２ 内 訳

補助金交付 既概算交付 差 引 額 今回概算請 備 考

決定額 ① 額 ② ①－②＝③ 求額 ④

３ 概算払い請求の理由

４ 支払いの方法

（１）現 金 指定金融機関名

（２）口座振替 振替先銀行名 預金種別（当座・普通）

口座名 №




